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（証券コード9077）
2020年６月５日

株 主 各 位
名古屋市東区葵二丁目12番８号

名鉄運輸株式会社
取締役社長　内 田　　亙

第87回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第87回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　株主の皆さまにおかれましては、昨今の新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、感染拡大防
止の観点から、本株主総会につきましては、極力、書面により事前の議決権行使をいただき、株
主総会当日のご来場をお控えいただきますようお願い申し上げます。お手数ながら後記の株主総
会参考書類をご検討いただきまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いた
だき、2020年６月23日（火曜日）午後６時までに議決権を行使いただきますようお願い申し上
げます。� 敬　具

記
1. 日　　時 2020年６月24日（水曜日）

午前10時（受付開始：午前９時）
2. 場　　所 名古屋市中村区名駅一丁目２番４号

名鉄グランドホテル　柏の間（11階）
3. 目的事項
（1）報告事項 1. 第87期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業報告の内容、

連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結
果報告の件

2. 第87期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）計算書類の内容報
告の件
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（2）決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

4.　議決権行使についてのご案内
　　代理人による議決権行使

株主総会にご出席いただけない場合、議決権を有する他の株主１名を代理人として株主
総会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証する書面のご提示が必要とな
りますので、ご了承ください。

以　上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
1.　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提示くださいますようお願い申し上

げます。
2.　連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基

づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.meitetsuunyu.co.jp/）に掲載してお
りますので、本招集ご通知の添付書類には掲載しておりません。
　監査役及び会計監査人が監査した連結計算書類及び計算書類は、本招集ご通知の添付書類に記載されている
連結計算書類及び計算書類のほか、上記ウェブサイトに掲載している連結注記表及び個別注記表となります。

3.　株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に記載すべき事項を修正する必要が生じた場合は、
当社ウェブサイト（アドレス　http://www.meitetsuunyu.co.jp/）に掲載させていただきます。

4.　新型コロナウイルス感染予防及び拡散防止のため、株主総会開催日現在の感染状況やご自身の体調をお確かめ
のうえ、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご来場賜りますようお願い申し上げます。会場の当社ス
タッフは、マスク着用で対応させていただきます。会場内には株主様のための消毒液を設置いたします。ご来場
の株主様の体温を非接触型体温計で測定させていただき高熱の方や体調不良と見受けられる方には、当社スタッ
フがお声掛けをして入場をお控えいただくことがございますので、ご理解ならびにご協力をお願い申し上げます。
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件
　当社は、株主への利益還元を経営の重要政策の一つと考え、業績に対応した配当を行うことを
基本とし、あわせて今後の企業体質の強化と事業展開を念頭におき、内部留保の充実にも配慮し
安定した配当を継続していくことを基本方針としております。
　このような方針のもと、当期の期末配当につきましては、当社をとりまく事業環境は依然とし
て厳しいものの、一定の内部留保を確保できたことから、安定的な配当を維持するための自己資
本の強化と、今後の事業展開など総合的に勘案し、次のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項
（1）　配当財産の種類　　　金銭といたします。
（2）　株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき50円
総額　324,143,550円

（3）　剰余金の配当が効力を生じる日
2020年６月25日
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第２号議案　取締役７名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役全員（17名）が任期満了となりますので、取締役７名の選
任をお願いするものであります。
　取締役候補者の略歴は、次のとおりであります。
候補者
番　号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

1

内
うち

田
だ

　 亙
わたる

（1956年９月７日生）
再任    

1979年 4 月	 名古屋鉄道㈱入社
2009年 6 月	 同社取締役
2012年 6 月	 当社監査役
2012年 6 月	 名古屋鉄道㈱常務取締役
2014年 6 月	 当社取締役
2014年 6 月	 名古屋鉄道㈱代表取締役専務
2015年 6 月	 当社代表取締役副社長
2016年 6 月	 当社代表取締役社長（現任）
2019年 6 月	 当社グループ統括本部長

2,600株

【取締役候補者とした理由】
内田亙氏は、2015年に代表取締役副社長、2016年に代表取締役社長に就任。豊富な経営経験と幅広
い見識を活かし、リーダーシップをもって、経営の重要事項の決定や業務執行の監督を果たしており
ます。当社グループの企業価値向上を果たすに適任であるとして、引き続き選任をお願いするもので
す。

2

松
まつ

田
だ

康
やす

博
ひろ

（1957年９月10日生）
再任    

1980年 4 月	 当社入社
2011年 6 月	 当社取締役
2014年 6 月	 当社常務取締役
2015年 4 月	 当社営業本部長
2015年 6 月	 当社代表取締役常務
2017年 6 月	 当社代表取締役専務（現任）
2018年 4 月	 当社グループ営業本部長 

兼グループ統括本部長
2019年 6 月	 当社グループ営業本部長（現任）

（重要な兼職の状況）
中京通運㈱代表取締役社長

2,500株

【取締役候補者とした理由】
松田康博氏は、2011年に取締役、2017年に代表取締役専務に就任。豊富な業務経験と幅広い見識を
活かし、現在、グループ営業本部長として業務執行を指揮するなど、経営基盤の強化に尽力しており
ます。経営の重要事項の決定や業務執行の監督を果たすに適任であるとして、引き続き選任をお願い
するものです。
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候補者
番　号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

3

近
こん

藤
どう

乗
のり

弘
ひろ

（1956年１月26日生）
再任    

1978年 4 月	 当社入社
2012年 6 月	 九州名鉄運輸㈱取締役
2013年 6 月	 同社常務取締役
2013年 6 月	 東北名鉄運輸㈱専務取締役
2015年 5 月	 名鉄急配㈱代表取締役社長
2015年 6 月	 当社取締役
2019年 6 月	 当社専務取締役グループ管理本部長（現任）

1,400株

【取締役候補者とした理由】
近藤乗弘氏は、2015年に取締役、2019年に専務取締役に就任。名鉄急配㈱の代表取締役社長をはじ
め、企業経営に関する豊富な経験と見識を活かし、現在はグループ管理本部長として、経営の重要事
項の決定や、当社のグループ経営の維持・強化を果たすに適任であるとして、引き続き選任をお願い
するものです。

4

山
やま

本
もと

亜
あ

土
ど

（1948年12月１日生）
再任    

1971年 4 月	 名古屋鉄道㈱入社
2001年 6 月	 同社取締役
2004年 6 月	 同社常務取締役
2006年 6 月	 同社専務取締役
2008年 6 月	 同社代表取締役副社長
2009年 6 月	 同社代表取締役社長
2015年 6 月	 当社取締役（現任）
2015年 6 月	 名古屋鉄道㈱代表取締役会長（現任）

（重要な兼職の状況）
名古屋鉄道㈱代表取締役会長

0株

【取締役候補者とした理由】
山本亜土氏は、2015年に取締役に就任。名古屋鉄道㈱の代表取締役会長としてグループを牽引し、そ
の企業経営に関する豊富な経験と幅広い見識から、当社経営の重要事項の決定や、的確な助言・監督
を行うに適任であるとして、引き続き選任をお願いするものです。
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候補者
番　号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

5

安
あん

藤
どう

隆
たか

司
し

（1955年２月27日生）
再任    

1978年 4 月	 名古屋鉄道㈱入社
2008年 6 月	 同社取締役
2011年 6 月	 同社常務取締役
2013年 6 月	 同社代表取締役専務
2015年 6 月	 同社代表取締役社長
2017年 6 月	 当社取締役（現任）
2019年 6 月	 名古屋鉄道㈱代表取締役社長 社長執行役員
	 （現任）

（重要な兼職の状況）
名古屋鉄道㈱代表取締役社長 社長執行役員
名鉄産業㈱代表取締役会長

0株

【取締役候補者とした理由】
安藤隆司氏は、2017年に取締役に就任。名古屋鉄道㈱の代表取締役社長としてグループを牽引し、そ
の企業経営に関する豊富な経験と幅広い見識から、当社経営の重要事項の決定や、的確な助言・監督
を行うに適任であるとして、引き続き選任をお願いするものです。

6

植
うえ

松
まつ

　 満
みつる

（1958年５月９日生）

社外
再任

1981年 4 月	 日本通運㈱入社
2010年 7 月	 同社小口貨物事業推進本部部長
2012年 5 月	 同社小口貨物企画部長
2013年 4 月	 同社自動車企画部長
2015年 6 月	 同社執行役員
2016年 6 月	 当社取締役（現任）
2018年 5 月	 日本通運㈱常務執行役員（現任）

（重要な兼職の状況）
日本通運㈱常務執行役員

0株

【社外取締役候補者とした理由】
植松満氏は、2016年に社外取締役に就任。日本通運㈱の常務執行役員として、その企業経営に関す
る豊富な経験と幅広い見識から、当社経営の重要事項の決定や、的確な助言・監督を行うに適任であ
るとして、引き続き社外取締役として選任をお願いするものです。
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候補者
番　号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

7

井
いの

上
うえ

尚
しょう

司
じ

（1957年７月29日生）
再任
社外
独立

   

1991年 4 月	 名古屋弁護士会（現愛知県弁護士会） 
弁護士登録

1991年 4 月	 片山欽司法律事務所入所
2009年 7 月	 井上尚司法律事務所開所
2010年10月	 名古屋簡易裁判所民事調停官任官
2013年10月	 佐尾・井上法律事務所開所（現井上尚司法

律事務所）（現在に至る）
2015年 6 月	 当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
㈱マキタ社外監査役
フタムラ化学㈱社外監査役

0株

【社外取締役候補者とした理由】
井上尚司氏は、2015年の社外取締役就任以降、弁護士としての専門的見地と豊富な経験を当社の経
営に反映させ、今後もその豊富な経験と高い見識から、取締役会の適正な意思決定や業務執行の監督
に適任であるとして、引き続き社外取締役として選任をお願いするものです。

（注）1.　各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.	 山本亜土氏は、当社の親会社である名古屋鉄道株式会社の代表取締役会長を兼職しております。同社

と当社の関係は、13ページに記載のとおりであります。
3.	 安藤隆司氏は、当社の親会社である名古屋鉄道株式会社の代表取締役社長 社長執行役員を兼職して

おります。同社と当社の関係は、13ページに記載のとおりであります。
4.	 植松満氏と井上尚司氏は、社外取締役候補者であります。
5.	 植松満氏の当社社外取締役の在任期間は、本株主総会終結の時をもって４年であります。
6.	 井上尚司氏の当社社外取締役の在任期間は、本株主総会終結の時をもって５年であります。
7.	 当社は、植松満氏、井上尚司氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償の限度額は法令に定める
額であります。

8.	 当社は、井上尚司氏を名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出い
たしております。

9.	 井上尚司氏が社外監査役として在任しているフタムラ化学株式会社は、特定活性炭及び特定粒状活性
炭の取引に関し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第３条の規定に違反する行為があ
ったとして、2019年11月22日に公正取引委員会から排除措置命令及び課徴金納付命令を受けまし
た。同氏は、事前には当該事実について認識しておりませんでしたが、日頃から監査役会等において、
法令遵守の視点から注意喚起を行っておりました。また、当該事実の判明後は、法令遵守体制の強化
及び再発防止の徹底に向けた提言を行う等、その職務を果たしております。

― 7 ― ― 8 ―
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第３号議案　監査役１名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査役拝郷寿夫氏が辞任されますので、その補欠として監査役１名
の選任をお願いするものであります。
　また、監査役候補者の任期は、当社定款の定めにより、辞任される監査役の任期の満了する時
までとなります。
　なお、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者の略歴等は、次のとおりであります。

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

髙
たか

﨑
さき

裕
ひろ

樹
き

（1960年７月17日生）
新任   

1983年 4 月	 名古屋鉄道㈱入社
2012年 6 月	 同社取締役
2015年 6 月	 同社常務取締役
2018年 6 月	 同社専務取締役
2019年 6 月	� 同社取締役 専務執行役員 

不動産事業本部長（現任）

0株

【監査役候補者とした理由】
髙﨑裕樹氏は、名古屋鉄道㈱で企画部門や不動産部門など企業経営に関する業務執行を歴任され豊富な経験と
幅広い見識から、当社経営陣から独立した立場で、経営を監査いただくことができると考え、監査役として選
任をお願いするものです。
（注）1.　監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2.	� 髙﨑裕樹氏は、当社の親会社である名古屋鉄道株式会社の取締役専務執行役員を兼職しており、６月
下旬に同社代表取締役副社長執行役員に就任予定です。同社と当社の関係は、１３ページに記載のと
おりであります。
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第４号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
　本総会終結の時をもって、取締役亀﨑剛氏、長谷川靖氏、田中明彦氏、花房伸介氏、吉村史法
氏、辻昌哉氏、榊原勝則氏は退任されますので、在任中の労に報いるため、当社の一定の基準に
従い、退職慰労金を贈呈させていただくこととし、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は、
取締役会にご一任いただきたいと存じます。
　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏　　　　名 略　　　　　　　　歴

亀 﨑 　 剛 2013年 6 月　当社取締役
2017年 6 月　当社常務取締役（現任）

長 谷 川 　 　 　 靖 2014年 6 月　当社取締役
2019年 6 月　当社常務取締役（現任）

田 中 明 彦 2017年 6 月　当社取締役（現任）

花 房 伸 介 2017年 6 月　当社取締役（現任）

吉 村 史 法 2018年 6 月　当社取締役（現任）

辻 　 昌 哉 2019年 6 月　当社取締役（現任）

榊 原 勝 則
2007年 6 月　当社取締役
2015年 6 月　当社常務取締役
2019年 6 月　当社取締役（現任）

以　上
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（添付書類）

事 　 業 　 報 　 告
（ 2019年４月１日から

2020年３月31日まで ）

1.　企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、米中貿易摩擦や英国のＥＵ離脱問題をはじめとする
不確実性が高まるなか、前半は一進一退を繰り返しながらも消費増税による駆け込み需要など
により個人消費は辛うじて持ちこたえました。しかし後半に入ると、消費増税後の反動に加え
て台風19号などの自然災害や暖冬の影響で、堅調であった個人消費も落ち込みに転じ、さら
には年明けから新型コロナウイルス感染症が全世界にまん延したことで先行き不透明感が漂い、
景気は急激に減速いたしました。

物流業界におきましては、国内貨物の輸送量が総じて低調に推移したことに加えて、働き方
改革推進による人件費の増加や運送委託費の高騰などのコスト負担が重くのしかかる厳しい経
営環境となりました。

このような状況のなか、当社グループは、中期経営計画の基本方針でもあります「安心と信
頼のこぐま品質を提供する人材力・輸送サービス基盤を強化し、成長の礎とする」を中心とし
た各施策を推進するとともに、積極的な営業活動と効率経営に努めました。

具体的には営業面においては、混載事業を中心に、輸送コストに応じた運賃改定を積極的に
取り組む一方で、2019年７月にはグループの営業情報をコントロールするグループオフィス

（東京都中央区）を充実強化するとともに、３PL事業の提案営業に特化した営業推進部を設置
し新規荷主の獲得に邁進しました。また輸送ネットワーク強化の一環として、2019年10月に

「奈良大和支店」を新規開設、2020年２月には名鉄急配の「藤枝ふじの花支店」をリニューア
ルオープンするなど、積極的に新たな顧客需要の取り込みを図ってまいりましたが、景気悪化
の影響を受け取扱物量は前年同期を下回る結果となりました。

業務面につきましては、日本通運株式会社と連携し引き続き経営資源の有効活用及び業務効
率化を図ったほか、グループ事故三悪撲滅委員会を中心にグループ全社員へ事故三悪撲滅によ
る品質向上への啓発活動を継続的に行うとともに、幹線便の定時出発を図ることで働き方改革
を推進してまいりました。

以上の結果、当社グループの当連結会計年度における業績は、売上高は前年同期比1.0％増
の117,053百万円となりましたものの、営業利益は人件費や償却費の増加により、前年同期
比3.6％減の4,718百万円、経常利益は前年同期比3.4％減の4,850百万円、親会社株主に帰属
する当期純利益については、前年同期比4.1％増の3,048百万円となりました。
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個別業績につきましては、売上高は60,774百万円、営業利益は1,845百万円、経常利益は
2,437百万円となり、当期純利益は前期比16.1％減の1,669百万円となりました。

（2）対処すべき課題
国内経済は新型コロナウイルス感染症に伴い、延期となった東京オリンピック・パラリンピ

ックの国内経済への影響に加えて、緊急事態宣言が継続されたことで、企業の操業停止や大型
商業施設の休業、営業縮小による個人消費の落ち込みなど、今後の経済活動にも大きな影響が
予想され依然として先行き不透明な状況が続くものと思われます。

物流業界におきましても、国内貨物輸送量は前年を大きく下回ると予想され、同一労働同一
賃金への対応に伴う人件費や運送委託費の上昇などで、今後も厳しい経営環境が続くものと思
われます。

このような状況のなか、当社グループの現中期経営計画の最終年度を迎え、そのキャッチフ
レーズ「We’re Koguma ～for the Best Quality～」のもと、グループ一丸となって、「安心
と信頼のこぐま品質」を提供する人材力・輸送サービス基盤の強化に尽力してまいります。

具体的な取り組みとしては、「経営力」、「人材力」、「ネットワーク力」の各施策を推進して
まいります。
「経営力」では、グループ事故三悪撲滅策を徹底することで、顧客満足度の向上をめざす高

品質な輸送サービスの提供に取り組んでまいります。また、グループ総合力を活かした営業を
展開し、新規荷主の獲得及び既存荷主の取引拡大に努め、更なる増収・収益率の向上を図って
まいります。
「人材力」では、次世代を担う人材育成を不断の取り組みとし、従業員が楽しくやりがいを

持って安心して働くことのできる職場環境づくりを推進し、人材確保に尽力してまいります。
「ネットワーク力」では、2020年秋を目途に名鉄トラックターミナル関西をオープンし、当

社淀川支店を含めたグループ会社の拠点を移転するなど、地域拠点の整備計画を進めるほか、
日本通運株式会社との提携効果の更なる深化を図り、輸送ネットワークの強化を推進してまい
ります。

当社グループは、新型コロナウイルス感染症への予防対策を継続して実施し、輸送を止める
ことなく使命感をもって社会インフラ・ライフラインを守ってまいります。また、環境対策に
おいては、ＥＶトラックの積極的な導入による環境負荷の軽減に努めてまいりますとともに、
豊かで持続可能な地域社会の実現に貢献できますよう、今後も誠実かつ堅実な経営を通じ、地
域社会やお客様、協力会社の皆さまよりのご信頼・ご期待にお応えできますよう努めてまいり
ます。

株主のみなさまには、深いご理解と一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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（3）設備投資等の状況
当連結会計年度における設備投資額は10,263百万円で、その主なものは、次のとおりであ

ります。
○当社及び子会社　　営業用車両代替、営業所建設

（4）資金調達の状況
特記すべき事項はございません。

（5）財産及び損益の状況の推移
①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

区　　　　　分 第84期
（2016年度）

第85期
（2017年度）

第86期
（2018年度）

第87期
（当連結会計年度）

売上高� （百万円） 110,775 112,165 115,924 117,053
親会社株主に帰属する
当期純利益� （百万円） 5,023 3,036 2,928 3,048

１株当たり当期純利益�（円） 154.93 468.37 451.68 470.23
総資産� （百万円） 93,371 95,863 94,332 99,167
純資産� （百万円） 29,386 32,682 35,343 38,018

（注）1.　１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算定しております。
なお、期中平均発行済株式総数は自己株式を控除しております。

2.	 2017年10月１日付で、普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行いました。第85期の期首に当該株式
併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

3.	「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第86期の期首から
適用しており、第85期に係る企業集団の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後
の指標等となっております。

②　当社の財産及び損益の状況の推移
区　　　　　分 第84期

（2016年度）
第85期

（2017年度）
第86期

（2018年度）
第87期

（当事業年度）

売上高� （百万円） 54,899 56,839 59,581 60,774
当期純利益� （百万円） 3,161 1,765 1,990 1,669
１株当たり当期純利益�（円） 97.51 272.34 306.98 257.51
総資産� （百万円） 66,349 70,732 76,345 80,598
純資産� （百万円） 20,876 22,578 24,272 25,520

（注）1.　１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算定しております。
なお、期中平均発行済株式総数は自己株式を控除しております。

2.	 2017年10月１日付で、普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行いました。第85期の期首に当該株式
併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

3.	「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第86期の期首から
適用しており、第85期に係る当社の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の
指標等となっております。
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（6）重要な親会社及び子会社の状況
　①　親会社の状況

当社の親会社は名古屋鉄道株式会社であり、同社は当社の株式を3,312千株（議決権比率
51.22％）保有しております。また、当社は同社の企業集団の中にあって、運輸会社で形成
する「名鉄運輸グループ」の中核となっております。

　②　重要な子会社の状況
会　　　　社　　　　名 資　本　金（百万円） 当社の議決権比率（％） 主な事業概要

信州名鉄運輸株式会社 90 100.0 物流関連事業

四国名鉄運輸株式会社 100 79.6 物流関連事業

九州名鉄運輸株式会社 100 100.0 物流関連事業

名鉄急配株式会社 100 100.0 物流関連事業

名鉄ゴールデン航空株式会社 96 100.0 物流関連事業

北海道東北名鉄運輸株式会社 10 100.0 物流関連事業

北陸名鉄運輸株式会社 60 100.0 物流関連事業

　③　企業結合の結果
当社の連結子会社は、上記の重要な子会社７社を含む20社であり、持分法適用会社は１社

であります。当期の連結売上高等は、「１．（1）事業の経過及び成果」に記載のとおりであり
ます。
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（7）主要な事業内容
当社グループは、特別積合せ貨物運送を主体とした貨物自動車運送事業及び自動車、鉄道、

航空機等を利用して貨物運送する利用運送事業並びに倉庫業等一貫輸送体制の総合物流事業を
営んでおります。

（8）主要拠点
会　社　名 本　社　所　在　地 主な事業所（所在地）

名鉄運輸株式会社（当社） 名古屋市東区

東北支社（仙台市宮城野区）
北関東支社（栃木県足利市）
東京支社（東京都江戸川区）
名古屋支社（愛知県小牧市）
大阪支社（大阪市東淀川区）他

信州名鉄運輸株式会社 長野県松本市 松本支店（長野県松本市）他

四国名鉄運輸株式会社 愛媛県松山市 松山支店（愛媛県松山市）他

九州名鉄運輸株式会社 福岡県糟屋郡久山町 福岡東支店（福岡県糟屋郡宇美町）他

名鉄急配株式会社 愛知県稲沢市 稲沢支店（愛知県稲沢市）他

名鉄ゴールデン航空株式会社 東京都江東区 東京支店（東京都大田区）他

北海道東北名鉄運輸株式会社 岩手県紫波郡矢巾町 盛岡支店（岩手県紫波郡矢巾町）他

北陸名鉄運輸株式会社 石川県金沢市 金沢支店（石川県金沢市）他
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（9）従業員の状況
　①　企業集団の従業員の状況

従業員数 前期末比増減
7,260名 167名増

（注）　従業員数には、パート、アルバイト等は含んでおりません。

　②　当社の従業員の状況
従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
2,665名 114名増 44.3歳 12.2年

（注）　従業員数には、パート、アルバイト等は含んでおりません。

（10）主要な借入先及び借入額

借　　入　　先 借　入　金　残　高（百万円）

株式会社三菱UFJ銀行シンジケートローン　（注）１ 10,200
株式会社名鉄マネジメントサービス 7,848
株式会社日本政策投資銀行 2,184
三井住友信託銀行株式会社シンジケートローン　（注）2 2,000

（注）1.　株式会社三菱UFJ銀行を主幹事とする複数の金融機関からの借り入れによるものであります。
2.　三井住友信託銀行株式会社を主幹事とする複数の金融機関からの借り入れによるものであります。

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
・2019年10月１日付で、当社の連結子会社である信州名鉄運輸株式会社の子会社である信

州名鉄運送株式会社と信州名鉄流通株式会社は、信州名鉄運輸株式会社を存続会社とする
吸収合併を行いました。
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2.　会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数	 26,037,000株

（2）発行済株式の総数	 6,509,301株
	 （自己株式  26,430株を含む）

（3）株主数	 1,178名

（4）大株主（上位10名）の状況
株　　　　主　　　　名 持　株　数（千株） 持株比率（％）

名古屋鉄道株式会社 3,312 51.08
日本通運株式会社 1,301 20.08
MSIP CLIENT SECURITIES 184 2.84
名鉄運輸従業員持株会 112 1.74
第一生命保険株式会社 106 1.63
三菱ふそうトラック・バス株式会社 98 1.51
CGML PB CLIENT ACCOUNT/COLLATERAL 87 1.35
日本生命保険相互会社 84 1.30
鈴与株式会社 80 1.23
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 75 1.16
（注）　持株比率は、自己株式26,430株を控除して計算いたしております。

（5）その他の株式に関する重要な事項
該当事項はありません。

3.　新株予約権に関する事項
該当事項はありません。
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4.　会社の役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等（2020年３月31日現在）

氏　　　名 地　位 担当及び重要な兼職の状況

内 田 　 亙 代 表 取 締 役
取 締 役 社 長 グループ統括本部長

松 田 康 博 代 表 取 締 役
専 務 取 締 役

グループ営業本部長
中京通運株式会社 代表取締役社長

近 藤 乗 弘 専 務 取 締 役 グループ管理本部長
亀 﨑 　 剛 常 務 取 締 役 大阪支社長
長谷川　　　靖 常 務 取 締 役 東京支社長
田 中 明 彦 取 締 役 グループ統括本部副本部長
花 房 伸 介 取 締 役 グループ営業本部副本部長兼営業部長兼東京営業部長
吉 村 史 法 取 締 役 名古屋支社長
有 馬 正 純 取 締 役 グループ管理本部副本部長兼企画部長兼グループ監査部長
辻 　 昌 哉 取 締 役 グループ営業本部副本部長兼業務部長
榊 原 勝 則 取 締 役 信州名鉄運輸株式会社 代表取締役社長
白 方 寿 人 取 締 役 四国名鉄運輸株式会社 代表取締役社長
林 　 立 夫 取 締 役 九州名鉄運輸株式会社 代表取締役社長
山 本 亜 土 取 締 役 名古屋鉄道株式会社 代表取締役会長

安 藤 隆 司 取 締 役 名古屋鉄道株式会社 代表取締役社長 社長執行役員
名鉄産業株式会社 代表取締役会長

植 松 　 満 取 締 役 日本通運株式会社 常務執行役員

井 上 尚 司 取 締 役
弁護士（井上尚司法律事務所）
株式会社マキタ 社外監査役
フタムラ化学株式会社 社外監査役

高 木 義 博 常 勤 監 査 役 　　

拝 郷 寿 夫 監 査 役
名古屋鉄道株式会社 代表取締役副社長執行役員
株式会社金沢スカイホテル 代表取締役社長
株式会社名鉄プロパティ 代表取締役社長
株式会社名鉄マネジメントサービス 代表取締役社長

安 井 秀 樹 監 査 役 税理士（安井秀樹税理士事務所）
キムラユニティー株式会社 社外監査役

平 林 一 美 監 査 役 　　
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（注）1.　取締役植松満氏及び井上尚司氏は、社外取締役であります。
2.　監査役安井秀樹氏及び平林一美氏は、社外監査役であります。
3.　当社は、取締役井上尚司氏、監査役安井秀樹氏及び平林一美氏を株式会社名古屋証券取引所の定めに

基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
4.　監査役安井秀樹氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するも

のであります。
5.　監査役平林一美氏は、金融機関での監査業務に携わり、財務・会計に関する相当程度の知見を有して

おり、また企業経営での豊富な経験を有するものであります。
6.　2019年６月25日開催の第86回定時株主総会において、取締役２名が辞任して、新たに３名が選任さ

れるとともに、監査役全員が任期満了により改選任されました。
役員の異動は、次のとおりであります。

氏　　名 新 旧
辻 　 昌 哉 取 締 役 （新　　　　　　任）
白 方 寿 人 取 締 役 （新　　　　　　任）
林 　 立 夫 取 締 役 （新　　　　　　任）
平 林 一 美 監 査 役 （新　　　　　　任）
氏 原 賢 二 （辞　　　　　　任） 取 締 役
西 蔭 　 洋 （辞　　　　　　任） 取 締 役
武 藤 雅 之 （退　　　　　　任） 監 査 役

7.　役員の担当が次のとおり一部変更になりました。
2019年６月１日付

氏　　名 新 旧
内 田 　 亙 グループ統括本部長 ―

松 田 康 博 グループ営業本部長 グループ営業本部長兼
グループ統括本部長

近 藤 乗 弘 グループ管理本部長 名鉄急配株式会社
代 表 取 締 役 社 長

田 中 明 彦 グループ統括本部副本部長 信州名鉄運輸株式会社
代 表 取 締 役 社 長

吉 村 史 法 名 古 屋 支 社 長 グループ管理本部副本部長兼
企 画 部 長

有 馬 正 純
グループ管理本部副本部長兼
企 画 部 長 兼
グループ監査部長

グループ統括本部副本部長兼
グループ監査部長

榊 原 勝 則 ― グループ管理本部長兼
グループ統括本部副本部長

氏 原 賢 二 ― 名 古 屋 支 社 長
2019年６月25日付

氏　　名 新 旧

辻 　 昌 哉 グループ営業本部副本部長兼
業 務 部 長 ―
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役及び社外監査役全員と会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償の限
度額は法令に定める額としております。

（3）取締役及び監査役の報酬等の額
区　　　　分 支給人員（名） 支給額（百万円）

取締役 19 96
（うち社外取締役） （2） （4）
監査役 5 15

（うち社外監査役） （3） （2）
合　計 24 112

（注）1.　上記支給額には、当期に費用処理した役員退職慰労引当金の繰入額10百万円が含まれております。
2.　上記のほか、2019年６月25日開催の第86回定時株主総会の決議により、退任取締役１名に退職慰労

金３百万円を支給しております。
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（4）社外役員に関する事項
①　他の法人等との兼職状況（他の法人等の業務執行者である場合）及び当社と当該他の法人

等との関係
・取締役植松満氏は、日本通運株式会社の常務執行役員を兼務しております。同社と当社は

資本業務提携契約を締結しており、当社の株式を1,301千株（議決権比率20.13％）を保
有しております。また、当社との間に輸送業務の取引関係がございます。

②　他の法人等の社外役員の兼任状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役井上尚司氏は、株式会社マキタの社外監査役を兼務しております。同社と当社との

間に輸送業務の取引関係がございます。また同氏は、フタムラ化学株式会社の社外監査役
も兼務しております。同社と当社の間には、輸送業務の取引関係はございません。

・監査役安井秀樹氏は、キムラユニティー株式会社の社外監査役を兼務しております。同社
と当社の間には、輸送業務の取引関係はございません。

　③　当事業年度における主な活動状況
区　分 氏　名 主　な　活　動　状　況

社外取締役
植 松 　 満

当事業年度開催の取締役会には14回全てに出席し、企業経営に関
する豊富な経験と幅広い知見から、必要に応じて意見を述べるとと
もに議案の審議に必要な発言を適宜行っております。

井 上 尚 司
当事業年度開催の取締役会には14回中13回出席し、弁護士として
の専門的見地から、必要に応じて意見を述べるとともに議案の審議
に必要な発言を適宜行っております。

社外監査役
安 井 秀 樹

当事業年度開催の取締役会には14回中13回出席し、また、監査役
会は９回全てに出席し、税理士としての専門的見地から、特に会
計・税務に関して、監査に関する重要事項の協議、監査結果につい
ての意見表明等を行っております。

平 林 一 美
就任後に開催された取締役会10回全てに出席し、また、監査役会
には８回全てに出席し、企業経営に関する豊富な経験と幅広い知見
から、監査結果についての意見表明等を行っております。
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5.　会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称
　　有限責任 あずさ監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　①　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額� 47百万円
　②　当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
� 47百万円

（注）1.　当社と会計監査人との監査契約においては、会社法に基づく監査に対する報酬等の額と金融商品取
引法に基づく監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記①の額
にはこれらの合計額を記載しております。

2.　監査役会は、会計監査人による当事業年度監査計画の内容、監査時間及び報酬見積り等の妥当性を
検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当する場合のほか、職務を適切に遂

行することが困難と認められる場合、その他必要があると判断した場合は、会計監査人の解任
または不再任について必要な措置をとることとします。
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6.　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1�）当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制
①　「名鉄運輸グループ企業倫理規範」を制定し、継続的にその精神を当社及びグループ各社

の役職員を含め浸透させ、企業活動の基本となるコンプライアンスの遵守を徹底する。
②　当社社長を委員長とする「グループ企業倫理委員会」を設置し、企業倫理担当役員を任命

する。同委員会はコンプライアンスに関する当社及びグループ各社の取り組みを横断的に統
括する。当社グループ全体での徹底・運用体制をはかるため、グループ各社にコンプライア
ンス責任者及びコンプライアンス担当者を配置する。

③　法令違反その他疑義のある行為について、役職員等が直接情報提供を行う内部通報制度と
してヘルプラインを設置して、当社及びグループ各社の役職員等からの通報を受け付ける。
また、内部監査部門は、当社及びグループ各社のヘルプラインへの通報状況と併せ、当社及
びグループ各社のコンプライアンスの状況を監査し定期的にグループ企業倫理委員会に報告
を行うとともに、必要に応じて取締役会及び監査役にも報告を行うものとする。

④　当社及びグループ各社の財務報告の信頼性を確保するため、｢名鉄運輸グループ財務報告
に係る内部統制の整備、運用規則」を制定し、適切に整備・運用する体制を構築する。

⑤　社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力に対しては、厳正に対処する。

（2）当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　「文書管理規程」及び各管理マニュアルを整備し、職務執行に係る情報の適切な保存・管

理・廃棄を実施するとともに、必要に応じて運用状況の検証、規程の見直しを行う。保存文
書に関しては、保存媒体に応じて検索性の高い状態で保存管理できる体制をとる。

②　当社取締役または監査役が保存文書の閲覧を求めた時は、常時これらを閲覧できるものと
する。

（3）当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　「名鉄グループリスク管理基本方針」に従って当社及びグループ各社の事業を取り巻くさ

まざまなリスクを的確に管理していくことを経営の最重要課題の一つとして位置付ける。
②　「名鉄グループリスク管理基本方針」に基づいてリスク管理に関する基本的事項を定め、

当社及びグループ各社の事業を取り巻くさまざまなリスクに対する的確な管理・実践が可能
となることを目的に「名鉄運輸グループリスク管理運用規則」を制定する。

③　当社社長を委員長とする「グループリスク管理委員会」を設置し、当社グループ全体のリ
スク管理を担当するリスク管理担当役員を任命する。また、当社及びグループ各社にリスク
管理推進責任者及びリスク管理推進担当者を配置する。

④　グループ各社は、「名鉄運輸グループリスク管理運用規則」に従い、｢リスク管理規程」を
制定しリスク管理体制を整備する。リスク管理推進責任者及びリスク管理推進担当者は、所
管する業務に関わるリスク管理を的確に行い、可能な限り、損失発生の未然防止、軽減措置
を講ずるとともに、緊急事態発生時においては主体的に対応する。
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⑤　安全、品質、環境、情報セキュリティ等に係る損失の危険の管理については、それぞれの
当社担当部署にて、グループ各社を含め横断的な研修の実施、マニュアルの作成・配布等を
行うものとし、グループ各社を跨ぐリスクの監視は、当社内部監査部門が行うものとする。
また、新たに生じたリスクについては、取締役会においてすみやかに対応責任者となる取締
役を定める。

（4�）当社の取締役及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行なわれることを確保する
ための体制
①　将来の事業環境を踏まえた中期経営計画を策定し、この計画に基づく事業年度ごとの予算

を当社及びグループ各社が立案する。予算の執行管理について、当社は、毎月部長会を開催
するほか、グループ各社には毎月報告を義務付けるとともに定期的な報告会を開催し適切な
指示を行う。

②　取締役及び役職員による意思決定と業務遂行については、当社及びグループ各社ごとに職
務分掌と職務権限に関する規程を整備し、権限及び責任を明確にするとともに組織間の適切
な役割分担と連携を確保し、業務の効率的な遂行を図る。

③　当社は取締役会を毎月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、重要事項の決
定及び取締役の業務執行状況の把握を機動的に行う。また、｢取締役会附議基準」を整備し、
重要事項の取締役会への附議を徹底する。取締役会での討議が豊穣なものとなるよう、事前
に充分な資料が全役員に配布される体制をとる。

④　当社内部監査部門は、「監査規程」に基づいて当社及びグループ各社の内部統制システム
についての内部監査を実施し、当社社長及び担当役員に報告を行う。

（5�）当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
①　グループ各社へは、事業の遂行にあたり「名鉄運輸グループ関連会社監理規則」に基づき

一定の重要事項について事前に当社と協議、またはすみやかな当社への報告を義務付ける。
②　グループ各社の取締役の職務の執行状況は、各社ごと定期的に当社社長等への報告会を開

催して確認する体制としているほか、グループ各社の社長が一堂に会する「グループ経営者
会議」を定期的に開催し職務の執行の報告を行なわせる。

（6�）当社及び当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　「名鉄グループ企業倫理基本方針」に沿って制定した「名鉄運輸グループ企業倫理規範」

を遵守し、グループ各社に対してもその周知・徹底を指導する。
②　当社グループの業務の適正確保のため、｢名鉄運輸グループ関連会社監理規則」に従い重

要事項については当社への事前協議・報告制度を義務付ける。
③　グループ各社にコンプライアンス上問題があると認めた場合は、当社担当部署は直ちに担

当取締役を通じて監査役に報告するとともに、改善策の策定を求める体制を確立する。
④　グループ各社は、｢名鉄運輸グループ財務報告に係る内部統制の整備、運用規則」に従い、

財務報告に係る内部統制を適切に整備・運用するための体制を確立する。
⑤　当社各部署は、｢職務分掌」に基づき、それぞれの主管分野について、グループ全般に係

る政策の立案及びグループ各社への指導・教育を行う。
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（7�）当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合における当該使用人に関する事項
及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項並びにその使用人に対する指示の実効性の
確保に関する事項
①　監査役の要請により、当社社長は、監査役の職務を補助すべき使用人（以下、監査役補助

者）を選定する。また、その選定、異動、評価については監査役の意見を聴取し尊重するも
のとする。

②　「監査役補助者規則」を制定し、監査役の監査業務に関する監査役補助者への指示・命令
に関して、当該監査役補助者へ取締役の指揮命令権が及ばない体制を整備する。

③　「監査役補助者規則」に監査役の職務を補助すべき使用人に関し、監査役の指揮命令に従
う旨を明記する。

（8�）当社の取締役等及び使用人が監査役に報告をするための体制、当社子会社の取締役等及び使
用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制
①　当社及びグループ各社の取締役等及び使用人の監査役への報告については「監査役への報

告規則」に規定して運用を行う。
②　当社及びグループ各社の取締役等及び使用人は監査役から業務執行に関する事項について

報告を求められたときは、すみやかに適切な報告を行う。
③　監査役とグループ各社の監査役及び当社内部監査部門等による定期的な意見交換会を設置

する。

（9�）前項目の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保する為の体制

監査役へ報告を行った、当社及びグループ各社の役職員に対し、当該報告をしたことを理由
として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を「監査役への報告規則」に明記して当社及
びグループ各社の役職員に周知徹底する。

（10）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の
執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
①　監査役がその職務の執行について、会社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等

の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用または債務が当該監
査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、すみやかに当該費用または債務を
処理する。

②　監査役会が、独自の外部専門家（弁護士・公認会計士等）を監査役のための顧問とするこ
とを求めた場合、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用
を負担する。

③　監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年一定の予算を設ける。
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（11）その他当社の監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制
①　監査役は、当社の主要な会議に出席することができる。
②　会社の経営方針、対処すべき課題、会社を取り巻くリスク、監査上の重要課題等に関して

意見を交換し相互認識を深めることを目的として、監査役と代表取締役・役付取締役による
定期的な意見交換会を設置する。

（12）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　コンプライアンスに関する取組み

当社は「グループ企業倫理委員会規則」に基づき、社長を委員長とするグループ企業倫理
委員会を設置し、年４回開催しました。当該委員会では、企業倫理に関する方針や施策の決
定、企業倫理ヘルプラインへの通報対応、その他の取り組み状況等について報告・審議を行
いました。
「名鉄運輸グループ企業倫理規範」に示すコンプライアンス意識の浸透と定着を図る為、

毎月身近なコンプライアンスの題材を扱った「コンプライアンス通信」、「コンプライアンス
メールマガジン」を発行し役職員への教育を実施するとともに、当社においては店所長向け
のコンプライアンス勉強会を開催しました。

また、親会社主催によるコンプライアンス責任者及び担当者向けのコンプライアンス研修
会にグループ各社を含め継続して参加しました。

②　リスクマネジメントの実践
当社は「名鉄運輸グループリスク管理運用規則」及び「グループリスク管理委員会規則」

に基づき、社長を委員長とするグループリスク管理委員会を設置し、年２回開催しました。
当委員会は、グループ全体のリスク管理の進捗状況を把握するとともに、その対応策につい
て審議を行いました。当社及びグループ会社の主要責任者を対象に、実施したリスクアン
ケート結果を参考に、当委員会でグループ統一の「優先対応リスク」を設定し、共通認識の
もとグループ各社でその対応に継続的に取り組みました。

③　取締役の職務執行の効率性の確保
当社の取締役会は、17名の取締役で構成され、臨時取締役会を含めて取締役会を14回開

催し、経営上の意思決定事項や法定附議事項の審議、職務の執行状況等の報告のほか、グ
ループ各社の経営政策や経営状況の報告を随時行いました。

また、策定した経営計画・利益計画に対して、取締役会、部長会で、経営計画の進捗を確
認するとともに、実績と次月以降の見込みを報告し、必要に応じて適時対策検討の議論を行
いました。

④　グループ経営管理の推進
当社は、「名鉄運輸グループ関連会社監理規則」に基づき、グループ各社から事業計画な

どの重要事項に係る事前協議や決算概況及び業務執行状況に係る報告を受けています。また、
内部監査担当部署がグループ各社に対して業務監査を適宜実施し、業務活動の適正を図りま
した。
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さらに、グループ会社の部門別の実務担当責任者を対象とした「財務担当者会議」、「人事
担当責任者会議」、「システム会議」、「名鉄運輸グループ内部監査部門会議」を各１回、「安
全担当責任者会議」、「品質担当責任者会議」、「営業担当責任者会議」を各２回開催し、グルー
プ内における部門別の情報共有や実務対応の共通化への指導を行いました。

⑤　監査役監査の実効性の確保
当社は、監査役の監査の実効性を確保するための体制を整備しており、監査役は、監査計

画に基づき、監査役会を定期的に開催するほか、取締役会、部長会その他重要な会議に出席
し、取締役及び使用人等から職務の執行状況及び経営状況について報告を受けています。ま
た、グループ各社の決算報告会等に出席し、グループ会社の経営状況の実態把握に努めまし
た。さらに、監査役への報告規則に則り各担当部署から決裁書、各種報告、直接出席してい
ないグループ企業倫理委員会・グループリスク管理委員会等の会議の報告を適宜受けるほか、
監査役が内部監査担当部署及び会計監査人から監査実施結果等についての報告を定期的に受
けるなど、連携の強化を図りました。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）　本事業報告中の金額表示は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示いたしております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位：百万円）

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額
（資　産　の　部）

流動資産 18,782
現金及び預金 214
受取手形及び営業未収入金 16,009
電子記録債権 1,290
商品及び製品 5
仕掛品 19
貯蔵品 199
その他 1,052
貸倒引当金 △ 9

固定資産 80,385
有形固定資産 71,018

建物及び構築物 11,665
機械装置及び運搬具 18,481
土地 38,263
リース資産 174
建設仮勘定 1,666
その他 768

無形固定資産 1,119
ソフトウェア 754
その他 364

投資その他の資産 8,246
投資有価証券 2,214
長期貸付金 71
繰延税金資産 3,290
その他 2,734
貸倒引当金 △ 65

（負　債　の　部）
流動負債 30,766

支払手形及び営業未払金 6,769
電子記録債務 3,700
短期借入金 8,448
１年内返済予定長期借入金 1,697
リース債務 82
未払費用 3,221
未払法人税等 1,144
賞与引当金 568
整理損失引当金 205
その他 4,927

固定負債 30,382
長期借入金 17,834
リース債務 69
預り保証金 348
繰延税金負債 257
役員退職慰労引当金 220
退職給付に係る負債 8,905
資産除去債務 710
再評価に係る繰延税金負債 2,034

負債合計 61,148
（純 資 産 の 部）

株主資本 33,421
資本金 2,065
資本剰余金 6,034
利益剰余金 25,351
自己株式 △ 30

その他の包括利益累計額 3,376
その他有価証券評価差額金 641
土地再評価差額金 3,230
退職給付に係る調整累計額 △ 495

非支配株主持分 1,221
純資産合計 38,018

資産合計 99,167 負債・純資産合計 99,167
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連 結 損 益 計 算 書
（ 2019年４月１日から

2020年３月31日まで ）
（単位：百万円）

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額
売上高 　 117,053
売上原価 　 106,753
売上総利益 　 10,299
販売費及び一般管理費 　 5,580
営業利益 　 4,718
営業外収益 　 259

受取利息及び配当金 70 　
その他 188 　

営業外費用 　 127
支払利息 90 　
その他 37 　

経常利益 　 4,850
特別利益 　 303

固定資産売却益 202 　
補助金収入 81 　
その他 19 　

特別損失 　 251
固定資産処分損 42 　
整理損失引当金繰入額 205 　
その他 3 　

税金等調整前当期純利益 　 4,902
法人税、住民税及び事業税 　 1,948
法人税等調整額 　 △ 213
当期純利益 　 3,168
非支配株主に帰属する当期純利益 　 119
親会社株主に帰属する当期純利益 　 3,048
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連結株主資本等変動計算書
（ 2019年４月１日から

2020年３月31日まで ）
（単位：百万円）

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 2,065 6,034 22,625 △ 29 30,697
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △ 324 △ 324
親会社株主に帰属する
当期純利益 3,048 3,048

土地再評価差額金の取崩 1 1
自己株式の取得 △ 0 △ 0
連結子会社株式取得による
持分の増減 △ 0 △ 0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 ― △ 0 2,725 △ 0 2,723
当期末残高 2,065 6,034 25,351 △ 30 33,421

（単位：百万円）
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主
持　　　分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当期首残高 778 2 3,231 △ 478 3,534 1,111 35,343
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △ 324
親会社株主に帰属する
当期純利益 3,048

土地再評価差額金の取崩 1
自己株式の取得 △ 0
連結子会社株式取得による
持分の増減 △ 0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △ 137 △ 2 △ 1 △ 17 △ 157 109 △ 48

連結会計年度中の変動額合計 △ 137 △ 2 △ 1 △ 17 △ 157 109 2,675
当期末残高 641 ― 3,230 △ 495 3,376 1,221 38,018
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貸　借　対　照　表
（2020年３月31日現在）

（単位：百万円）
科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

（資　産　の　部）
流動資産 17,416

現金及び預金 29
受取手形 1,412
営業未収金 7,044
貯蔵品 114
前払費用 248
短期貸付金 6,495
未収入金 2,070
その他 4
貸倒引当金 △ 4

固定資産 63,181
有形固定資産 49,098

建物 4,922
構築物 686
機械及び装置 38
車両運搬具 16,227
工具器具及び備品 355
土地 25,183
リース資産 22
建設仮勘定 1,662

無形固定資産 764
借地権 129
ソフトウエア 613
その他 20

投資その他の資産 13,318
投資有価証券 1,519
関係会社株式 9,059
長期貸付金 66
差入保証金 1,217
繰延税金資産 1,325
その他 144
貸倒引当金 △ 14

（負　債　の　部）
流動負債 30,531

支払手形 133
電子記録債務 1,524
営業未払金 3,203
短期借入金 16,506
１年内返済予定長期借入金 1,697
未払金 594
未払消費税等 525
未払法人税等 456
未払費用 1,346
預り金 150
前受収益 45
整理損失引当金 205
その他 4,141

固定負債 24,545
長期借入金 17,834
役員退職慰労引当金 61
退職給付引当金 4,308
資産除去債務 336
再評価に係る繰延税金負債 1,847
その他 157

負債合計 55,077
（純 資 産 の 部）

株主資本 22,043
資本金 2,065
資本剰余金 6,032

資本準備金 4,497
その他資本剰余金 1,534

利益剰余金 13,976
利益準備金 43
その他利益剰余金 13,932

資産圧縮積立金 646
繰越利益剰余金 13,286

自己株式 △ 30
評価・換算差額等 3,476

その他有価証券評価差額金 605
土地再評価差額金 2,871

純資産合計 25,520
資産合計 80,598 負債・純資産合計 80,598
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損　益　計　算　書
（ 2019年４月１日から

2020年３月31日まで ）
（単位：百万円）

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額
売上高 　 60,774
売上原価 　 56,407
売上総利益 　 4,366
販売費及び一般管理費 　 2,521
営業利益 　 1,845
営業外収益 　 708

受取利息及び配当金 581 　
その他 127 　

営業外費用 　 116
支払利息 86 　
その他 29 　

経常利益 　 2,437
特別利益 　 71

固定資産売却益 71 　
特別損失 　 214

固定資産処分損 9 　
整理損失引当金繰入額 205 　
その他 0 　

税引前当期純利益 　 2,293
法人税、住民税及び事業税 　 794
法人税等調整額 　 △ 170
当期純利益 　 1,669
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株主資本等変動計算書
（ 2019年４月１日から

2020年３月31日まで ）
（単位：百万円）

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 そ　の　他

資本剰余金 利益準備金
その他利益剰余金

資産圧縮
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 2,065 4,497 1,534 43 674 11,911 △ 29 20,698
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 324 △ 324
当期純利益 1,669 1,669
資産圧縮積立金の取崩 △ 28 28 ― 
土地再評価差額金の取崩 1 1
自己株式の取得 △ 0 △ 0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― △ 28 1,374 △ 0 1,345
当期末残高 2,065 4,497 1,534 43 646 13,286 △ 30 22,043

（単位：百万円）
評　 価　 ・　 換　 算　 差　 額　 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 699 2 2,872 3,574 24,272
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 324
当期純利益 1,669
資産圧縮積立金の取崩 ― 
土地再評価差額金の取崩 1
自己株式の取得 △ 0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △ 94 △ 2 △ 1 △ 97 △ 97

事業年度中の変動額合計 △ 94 △ 2 △ 1 △ 97 1,248
当期末残高 605 ― 2,871 3,476 25,520
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独立監査人の監査報告書
2020年５月８日

名 鉄 運 輸 株 式 会 社
取 締 役 会　御 中

有限責任 あずさ監査法人
　名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 賢 次 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 菅 丈 晴 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、名鉄運輸株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日まで
の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、名鉄
運輸株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果
たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・�不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手する。

・�連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・�経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・�経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・�連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引
や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・�連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手
する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に
対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

� 以　上
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独立監査人の監査報告書
2020年５月８日

名 鉄 運 輸 株 式 会 社
取 締 役 会　御 中

有限責任 あずさ監査法人
　名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 賢 次 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 菅 丈 晴 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、名鉄運輸株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日まで
の第87期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法
人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

会計監査人の監査報告書　謄本

― 35 ― ― 36 ―

010_0832001102006.indd   35 2020/05/22   21:50:09



　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・�不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実

施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・�計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際

して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・�経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。
・�経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。

・�計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は
その内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
� 以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第87期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査
役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、

取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査

部門、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査
を実施しました。

　　①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたし
ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。

　　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第
１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

　　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の
遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を
求めました。

　　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
　　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する

事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果

　　　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年５月15日
名鉄運輸株式会社　監査役会

常勤監査役� 高　木　義　博　㊞
監　査　役� 拝　郷　寿　夫　㊞
社外監査役� 安　井　秀　樹　㊞
社外監査役� 平　林　一　美　㊞

監査役会の監査報告書　謄本
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第87回

定時株主総会
招集ご通知
開催
日時

2020年６月24日（水曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

証券コード：9077

名鉄グランドホテル  柏の間（11階）
名古屋市中村区名駅一丁目２番４号

決議事項
第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役7名選任の件
第３号議案　監査役1名選任の件
第４号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件開催
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名　　　鉄
名 古 屋 駅
名鉄百貨店
本　　　館

名　　　　鉄
グランドホテル
(株主総会会場)

J R 東 海
名古屋駅
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名鉄グランドホテル専用エレベーターで11階までお越し
ください。
(名鉄・JR東海・地下鉄名古屋駅から徒歩約５分)

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
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